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戦略的ビジネスパートナーと取締役会
戦略的HRM理解の一視座
伊藤健市
はじめに
企業を取り巻く経営環境（社会・経済的な諸条件）は大きく変化している。そうしたなかで，
HR部門 (HRdepartment)やHRM職能 (HRfunctions) はどういった機能・役割をi賓じてい
るのであろうか。あるいは， どういった機能・役割を演じるものと期待されているのであろう
か。本稿は，以上の問題に対し， HR部門， HRM職能， HRマネジャー (HRmanagers) , HR 
工グゼクティブ (HRexecutives)が，取締役会でどういった機能・役割を演じているのか，
もしくは演じると期待されているのか， という点に焦点を当てることで答えることを目的とし
ている。それは，こうしたアプローチ法が，戦略的HRM(Strategic Human Resource 
Management, 戦略的人的資源管理），特に株主志向のコーポレート・ガバナンスのもとでの
戦略的HRMの本質理解に貢献する一視座を提示してくれると考えるからである。
わが国でも，バブル経済の崩壊以降，企業を取り巻く経営環境が激変している。旧来，わが
国企業は，長期雇用を基軸とした安定的な雇用システムの提供を企業経営の根幹に置いてきた。
あるいは，株主志向のコーポレート・ガバナンスではなく，従業員志向のコーポレート・ガバ
ナンスをとってきた。そこでは，例えば， ヒトの育成への投資は当然のHRポリシー (HR
policy)であったと言える。だが，関西経営者協会の『企業価値創造へ向けた人事労務担当者
の育成』（平成20年4月）が指摘しているように，海外投資家の参入やM&Aの増大に伴って，「株
主に対する利益還元を以前よりも重視する経営」 1)がみられ，「中長期的に取り組むことが求. . . . . . . . . . . . 
められる『人』の育成に関しては意識的あるいは無意識のうちにそのプライオリティを低下さ
せる（傍点，伊藤）」 2) ことになり，「従業員の企業への婦属意識の希薄化，職場内でのメンタ
ルヘルス，従業員による顧客情報の流出や内部告発」といった問題が発生している 3)。何より
も，バブル経済の崩壊や企業業績の悪化のもと，人事労務部門 (HR部門）も人員の削減や効
率化（組織再編，コスト重視）の対象となり，そのスタッフ数も減少した。全社的なリストラ
1) 2) 3)関西経営者協会『企業価値創造へ向けた人事労務担当者の育成』（平成20年4月）， 1ページ。
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クチャリングのなかで，人事労務部門もその例外ではなかったのである。その結果，「部門機
能の低下，埋めがたい人材の断層化」 4) といった課題に直面することになる。
こうした課題，特に「部門機能の低下」にどう対処すればいいのであろうか。関西経営者協
会の語ることに再度耳を傾けてみよう。人事労務部門は，経営目的実現のために，「経営戦略（全
社戦略）に基づき人事戦略を遂行」 5)することから，企業経営上重要な位置を占めている。こ
こで言う経営目的とは，「新たな企業価値を創造し，競争優位と収益基盤の確立により，永続
的な成長による利益の確保と社会的な貢献を果たしていくこと」 6)である。同協会は，人事労
務部門の課題を「政策提言機能」と「日常の役割遂行」に大別している。前者では，「経営戦
略構築の重要性が認識され，経営戦略と人事戦略との関連性がより強く意識」 7)されることな
る。さらに，人事労務部門の発想の基点が市場へ移行，つまり市場志向になるなかで，「戦略
立案とその具現化としての仕事・仕組み・人・ルールについての企画・提言機能の強化」 8)が
求められるとしている。これは，一般的には戦略的ビジネスパートナー (strategicbusiness 
partner) としての機能・役割である。後者の「日常の役割遂行」は，①人材供給機能，②人
材育成機能，③企業内ルールの設定，④労使関係の維持• 安定，⑤コンプライアンス・危機管
理各種労働法制への対応を内容としている。これは，一般的には，管理業務(administrative
activities)遂行としての機能・役割である。当然のことではあるが， こうした管理業務遂行上
の役割が人事戦略，ひいては経営戦略に貢献するものであり，また経営戦略から影響を受ける
ことは言うまでもない。この点は，①に関して，「経営戦略を達成するために必要な人材を供
給することが人事労務部門の重要な役割の一機能であることから，経営戦略に沿いつつ，如何
に従業員の配置や移動を的確に行っていくかという課題への対応に迫られている（傍点，伊
藤）」 9) という表現に端的に表れている。
以上の点を『人事実務J誌の「人事部門の現状と今後の役割に関する調査」で確認してお
こう 10)。この調脊は，上場・未上場企業約3,500社の人事部長を対象に， 2007年 5 月下旬~6
月中旬にアンケート調査方式で実施されたものである。回答は116人（社），従業員1,000人以
上が61人（社）， 300~999人が34人（社）， 299人以下が21人（社）であった。アンケートのな
かで，人事部門が強化すべき役割については，図表1に示されているような結果が得られた。「次
世代幹部候補社員の育成」が強化すべき役割で重要度第 1位につけ，次に「経営戦略への関与」
が続いていたのである。この「経営戦略への関与」で取り組みたいテーマとしては，「経営戦
略の人事戦略への展開」が挙がっていたようである。
以上のように，わが国ではHR部門あるいはHRM職能が演じる機能・役割が経営戦略に貢献
する人事戦略の策定• 実行にあるとの認識が強まっているようである。換言すれば戦略的ビ
4)同上報告書， 8ページ。
5) 6)同上報告書， 1ページ。
7) 8) 9)同上報告書， 9ページ。
10) 『人事実務』 No.1019 (2007年8月1・15日号）， 4~17ページ。
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図表 1 経営人事で強化すべき役割の関心度 (116社，複数回答）
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出所）「人事部門の現状と今後の役割に関する調査」『人事実務』第1019号 (2007年8月1・15日号）， 13ページ。
ジネスパートナーとしての機能・役割である。同じことは経営環境の激変をわが国よりも約10
年早く体験したアメリカの企業についてもいえるのであろうか。本稿の日的は，この点を明ら
かにすることにもある。
1 . 戦略的ビジネスパートナーをめぐる議論
一般に，スタッフ職能 (stafffunctions), 特にHRマネジャーやHRエグゼクティブは，価値
を付加するよりも価値をコントロールするもの，そして改革を求めるオペレイティング・ユニ
ット (operatingunits, 現業部門）の要請に応えようとしないもの， と批判されている。スタ
ッフ職能は，企業の戦略イニシアティブに専門家としてのサポートを提供できるよう，そして，
より効率的で即応性のあるサービスを提供するためにテクノロジーやそれ以外のアプローチを
利用できるよう，改革を求められている。
一方， HRMがほとんどの組織で鍵となる戦略的な問題であるという見方を支持する説得力
のある議論にもかかわらず， HRエグゼクティブは歴史的にみても戦略パートナーではなかっ
た11)。HRM職能は，主にその役割がコスト・コントロール (costcontrol) と管理業務にフォ
11) Wickham Skinner, "Big Hat, No Cattle: Managing Human Resources," Harvard Business Review, 
Vol.59, No. 5 (Sep. -Oct.), 1981; Edward E. Lawler II, "Strategic Human Resource Management: An 
Idea Whose Time Has Come," In Bryan Downie and Mary L. Coates eds, Managing Human Resources in 
the 1990s and Beyond: Is the Workplace Being Transformed ?, IRC Press, 1995; Wayne Brockbank, "If 
HR Were Really Strategically Proactive: Present and Future Directions in HR's Contribution to 
Competitive Advantage," Human Resource Management, Vol. 38, No.4, 1999; Edward E. Lawler II and 
Susan A. Mohman, "Beyond the Visions: What Makes HR Effective?" Human Resource Planning, Vol. 
23, Issue 4, 2000. 
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ーカスを置く人物に率いられた管理職能とみなされてきた12,0
こうした一般的な見方に警鐘を鳴らし， HR部門あるいはHRM職能は管理業務を越えて，戦
略的ビジネスパートナーたるべしとの議論が10年ほど前から盛んに論じられるようになってい
る。
戦略的ビジネスパートナーをめぐる議論に先鞭をつけたのは，デイヴ・ウルリッチ (Dave
Ulrich)であろう。彼は， ビジネスパートナー (businesspartner) としてのHR部門を最初に
擁護し， HRM職能がビジネスパートナーとして機能するためには組織デザインの変更が必要
なことを論じている。彼は， HRM職能が戦略面で革新的になる必要があるとも論じ， HR部門
は管理業務で求められる専門知識（採用・ 配置・教育訓練• 給与決定• 福利厚生などに関する
知識）を越えて，戦略的ビジネスパートナー，経営改革 (changemanagement), 従業員の擁
護者(employeeadvocacy)としての専門家になる必要がある，とも論じている 13)。さらに彼は，
HR専門家(HRprofessionals)がビジネスパートナーとなるには，彼らの遂行するHR諸慣行(HR
practices) が企業の業績• 成果に差をつける点を明確にしなければならないとして，その成
否を測定する尺度も提示している 14)。
ウルリッチとは若干違った観点から議論を展開しているのがブライアン ・E・ベッカーとマ
クー ・A・ヒュースリッド (BrianE. Becker and Mark A. Huselid)である。彼らは， 740社
の調在に基づき，業績を向上させるHRM諸慣行に最も注力していた企業が，従業員一人当た
りに換算して最も高い市場価値を有していたことを発見している。さらに，企業の市場価値を
決定する際にHRM諸慣行が重要な要因であり， HRM諸慣行の改善は企業の市場価値の著しい
向上に繋がる， と論じている。彼らは，最良の企業はそのHRMシステムを通して，管理業務
面でも戦略面でも卓越性 (excellence) を獲得できる， と結論づけている 15)。ただし，ベッカ
ーらはHRM諸慣行と企業業績との関係に注目し，最良の企業のHRMシステムは管理業務面で
も戦略面でも卓越したシステムである点は明らかにしたが， HR部門あるいはHRマネジャー，
HRエグゼクティブがそこでどういった機能・役割を果たすべきかは明らかにしていない。
ウルリッチの議論を支援しているのがウェイン・ブロックバンク (WayneBrock bank) で
あろう。彼は， 66社のHR専門家のインタビューを通して， HRM職能が戦略的で革新的である
必要があると論じ， HR部門が戦略にフォーカスする時，業績がより良好なことを発見した16)。
また，パトリック ・M・ライト (PatricM. Wright) らは，人的資源計画協会 (Human
12) 13) Dave Ulrich, Human Resource Champions, Harvard Business School Press, 1997. 
14) D. Ulrich, "Measuring Human Resources: An Overview of Practice and a Prescription for Results," 
Human Resource Management, Vol. 36, No.3, 1997. 
15) Brian E. Becker and Mark A. Huselid, "High Performance Work Systems And Firm Performance: A 
Synthesis Of Research And Managerial Implications," Research in Personnel and Human Resource 
Management, Vol. 16, 1998. 
16) W. Brockbank, "If HR Were Really Strategically Proactive." 
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Resource Planning Society)がスポンサーとなり， 5年間にわたって続けられた，変化するビ
ジネス環境における重要課題の調査において，成長 (growth), グローバル化 (globalization). 
急速な変革 (rapidchange) といったビジネス上の課題が一層強まっていることを発見した3
そうした課題に対し， HR部門は管理業務上の専門知識を越えて，戦略的ビジネスパートナー，
経営改革従業員の擁護者となる必要性があり，これには幅広いコンセンサスがあることを発
見し，この点でウルリッチの主張を強化している17)。さらに，ジェームズ・W・ウォーカー(James
W. Walker) とウィリアム ・E・ライフ (WilliamE. Reif) は， ビジネスパートナーとしての
役割を演じる際の第一義的重要項Hを確認し， HRリーダー (HRleaders) とHRマネジャーに
必要とされるコンピテンシーを明らかにした18)。
だが， HR部門あるいはHRM職能が演じるべき機能・役割に関する研究では，エドワード"
E・ローラー 3世 (EdwardE. Lawler II, 以下ローラー）とスーザン ・A・モーマン (Susan
A. Mohman) を中心としたグループを抜きにしては語れない。ローラーたちは，南カリフォ
ルニア大学 (Universityof Southern California) の効率組織研究センター (Centerfor 
Effective Organizations) で，人的資源計画協会から資金援助を受けてHR部門あるいはHRM
職能が演じるべき機能・役割を調壺している。同調究は， 1995年から 3年ごとに実施され，調
壺結果が公表されているなかで最新の調査は2004年に実施された第4回調在である 19)。この第
4回調奔では， HR部門あるいはHRエグゼクティブが取締役会でどういった役割を演じている
のかについても調査している。この点は， これまでの 3回の調在にはなかったものである。
本稿の目的は，ローラーたちが論じている取締役会でHR部門あるいはHRエグゼクティブが
果たすべき役割を手がかりに戦略的HRMとは何かを考え，それを理解する一視座を提示す
ることにある。なお，本稿では，この第 4回調査に基づき，取締役会でHR部門あるいはHRエ
グゼクティブが果たすべき役割のみにフォーカスを絞った論文に依拠していることを最初に断
っておきたい20)。
2. 戦略的ビジネスパートナーについて
取締役会でHR部門あるいはHRエグゼクティブがいかなる機能・役割を果たすか， という本
17) Patric M. Wright, Lee Dyer, and Michael G. Takla, "What's Next? Key Findings from the 1999 State-
of-the-Art & Practice Study," Human Resource Planning, Vol. 2, Issue 1, 1999. 
18) James W. Walker and William E. Reif, "Human Resource Leaders: Capability Strengths and Gaps," 
Human Resource Planning, Vol. 2, Issue 1, 1999. 
19) Edward E. Lawler II, John W. Boudreau, and Susan A. Mohman, Achiving Strategic Excellence: An 
Assessment of Human Resource Organization, Stanford University Press, 2006. 
20) Edward E. Lawler II and John W. Boudreau, "HR Support for Corporate Boards," Human Resource 
Planning, Vol. 29, Issue 1, 2006. 
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題に入る前に，戦略的ビジネスパートナー（以下では単に戦略パートナーとしている箇所も
ある）とはいかなる機能・役割を指すのかを，ウルリッチとローラーの所論を中心に明らかに
しておきたい。
(1) ウルリッチの所論
ウルリッチは，「HR専門家は，業務処理と戦略的な役割の両者を果たさねばならない。つま
り，警察官 (police) であってパートナー (partner) でなければならないし，短期• 長期にお
いて質的目標と量的目標の両者に責任を負わねばならない。次第に複雑化するビジネス環境で
価値を付加しなければならないHR専門家は，ますます複雑化する役割を遂行するだけでなく，
時には逆説的な役割ですら遂行しなければならない」21)と述べている。ウルリッチが言うには，
HR専門家が担う役割は複合的 (multiple) なのである。
図表 2は， HR専門家が， ビジネスパートナーとして実質的に果たさねばならない役割を，
役割を遂行した結果生まれる成果物 (deliverables)の観点から 4つに分類したものである。
2本の軸は， HR専門家のフォーカスと活動を示している。フォーカスは短期（日常的）で業
務的なフォーカスから長期（将来的）で戦略的なフォーカスまで及んでいる。つまり，「HR専
門家は戦略的で業務的であることを学ばねばならないし，長期・短期に目を配る必要がある」22)
のである。活動は，管理プロセス (managingprocess) から従業員の管理 (managing
people) にまで及んでいる。前者は， HRポリシーやHRMシステムのことである23)。後者は説
明するまでもなく， HRM諸慣行のことである。
図表2に示された 4つの役割を理解するには， 3つの視点が必要だとウルリッチは主張する。
まず 1点目は，役割遂行の結果生まれた成果物 (deliverables)である。 2点目は，役割に伴
う特徴的な象徴 (metaphor) もしくはビジュアルなイメージ (visualimage)である。 3点目
は， HR専門家が役割を完遂するために行わねばならない活動 (activities)である 24)。以上の
3つの視点と図表2の4つの役割から得られたのが図表3である。図表2と図表3を使いなが
ら，本稿と最も関連する「戦略的HRM」でHR専門家がどういった役割を果たすとウルリッチ
が指摘しているのかを考察しておこう。
「戦略的HRM」では，そのフォーカスは人的資源に関する戦略と慣行を経営戦略に連携さ
せることに当てられる。その際 HR専門家は戦略パートナー (strategicpartner) として活
動し，戦略の完遂を確実なものにする。こうした役割を果たすことで， HR専門家は経営戦略
を実行に移すビジネスの能力を高めるのである。経営戦略のHRM諸慣行への落とし込みは，
当該ビジネスを 3つの点で支援することになる。まず第 1に，戦略の構想から実行までに要す
21) D. Ulrich, Human Resource Champions, p.24 
22) 23) Ibid., p.25. 
24) Ibid., p.25. 
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図表2 HR専門家の役割
将来的／戦略的なフォー カス
戦略的HRM 変革と改革の管理
(Management of (Management of 
Strategic Human Transformation 
プ Resources) and Change) 従ロ 業セ
ス 企業インフラの管理 従業員の貢献の管理
員
(Management of (Management of 
Firm Infrastructure) Employee 
Contribution) 
I 
日常的／業務的なフォー カス
出所） Dave Ulrich, Human Resource Champions, Harvard Business School Press, 1997, p.24. 
役割
戦略的HRM
図表3 HR専門家の役割の定義
成果物
戦略の実行
象徴
戦略的パー トナー
活動
HRMと経営戦略の連携
「組織の診断」
------------------------------------
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変革と改革の管理 新しい組織の創出 改革者 変革と改革の管理1---------------------r---------------------1 
「変革力の確保」
出所）図表2と同じ。 25ペー ジ。
る時間が短縮されることで，当該ビジネスを変化に対応できるようにする。第2に，当該ビジ
ネスの顧客サービス戦略が特定の方針と慣行に落とし込まれるので，当該ビジネスは顧客の要
求に十二分に応えられるようになる。第 3に，より効率的に戦略を実行できることで，当該ビ
ジネスは財務面での業績を向上できるのである 25)。
ウルリッチは，自身の主張を十分理解してもらえるよう，マリオット・ホテル (Marriott)
を事例に説明している。同ホテルが香港市場への参入という戦略を決定した時経営首脳陣は
当該戦略の完遂可能性を高めるには， HRM諸慣行の成功が必須条件だと認識した。それとい
うのも同ホテルが提供するサービスの質が，競争相手である他のホテルとマリオット・ホテ
25) Ibid., pp.25-26. 
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ルを差別化する際の鍵となる要因であったからであり，従業員の質がそうしたサービスに対す
る認知度と関係していたからである。香港地区で最高の従業員を惹きつけ，雇用し続けなけれ
ばならない点を理解していた経営首脳陣は，同ホテルのHRM諸慣行を検討し，最終的には競
争相手である他のホテルが一般に採用していた週 6日制に代えて，週5日制を香港マリオット・
ホテルに導入したのである。これは単純なHRポリシーであったが，それは将来同ホテルの従
業員となるかもしれない潜在的な従業員にとっては大きな意味をもっていた。週5日制は，高
品質なサービスを提供するというマリオット・ホテルの戦略の基礎となり，香港市場でそうし
たサービスを提供できる人材 (talentedemployee) を確保できたのである26)。マリオット・
ホテルの事例が示すのは，戦略とその完遂を支援するHRポリシー・HRM諸慣行との緊密な「連
携」である。
「戦略的HRM」における成呆物は，戦略の実行である。 HRM諸慣行は，当該ビジネスの日
標達成を支援する。ウルリッチはこれに関していくつかの企業例を紹介している。例えば，シ
アーズ社 (Sears)がコスト削減を目標とした時同社のHRマネジャーは一店舗当たりの人件
費を引き下げるために，報酬，ジョブ・ローテーション， ダウンサイジングに関する新たな慣
行を始めた。また，コルゲート・パルモリヴ社 (Colgate-Palmolive) は同社のグローバル収
益拡大を図るために，販売高の成長と報酬システムを連動させ，販売増に報いるものへと変更
したのである27)。こうした新たな慣行をデザインするHRマネジャー ・HRエグゼクティブ，つ
まりHR専門家は戦略パートナーとなるのであり，「組織診断スキルに精通し， HRM諸慣行と
経営戦略を連携させる」28)のがその役割となる。ウルリッチは， HR専門家が戦略パートナー
になるのは，①経営戦略を定義するプロセスに関与した時，②戦略を実行に移す際に必要な質
問を行った時③経営戦略と連携するHRM諸慣行をデザインした時としている 29)0 
「戦略的HRM」でのHR専門家の職能・役割をより明確化するために，図表 2で「戦略的
HRM」の対極にある「従業員の貢献の管理」におけるHR専門家の職能・役割を考察しておこ
?
、 ?
ウルリッチが言うには， この「従業員の貢献の管理」では， HR専門家は従業員が日々直面
している問題彼らの関心事，そして彼らがもつ要求に立ち向かわねばならない。知的資本
(intellectual capital)が，当該企業の価値創出にとって重要な資本となっている場合， HR専
門家はそうした資本， とりわけ人的資源の育成・能力開発に積極的に取り組まねばならない30)0 
そして，「HR専門家は，従業員の貢献を組織の成功とリンクさせることによって，従業員の擁
護者となる」31)のであり，「従業員の要求を理解し，彼らの要求を確実に満たす擁護者がいる
ことで，全体として従業員の貢献は向上する」32)のである。
26) 27) Ibid., p.26. 
28) 29) Ibid., p.27. 
30) 31) 32) Ibid., p.29. 
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「従業員の貢献の管理」における成果物は，従業員の貢献と彼らのコミットメントと能力
(competence, 図表3ではケイパビリティとなっている）の向上である。ウルリッチは，「HRM
諸慣行は優れた仕事を行う従業員の能力と，仕事を律儀に行うコミットメントの両者を通して
従業員が貢献するのを支援すべきである」33)' と主張する。例えば，企業と従業員との心理的
契約関係がダウンサイジング (downsizing) によって崩壊に至る局面に直面した時， HRエグ
ゼクティブは，従業員の要求に注意を向ける擁護者であり続けることによってビジネスパート
ナーとなれるのである 34)。ウルリッチは，ここでもマリオット・ホテルを事例として引いてい
る。同ホテルは，ダウンサイジングに直面した時，従業員を情緒面でサポートする高業績業務
チーム (highperformance work teams) に組織した。また，マイクロソフト社 (Microsoft)
では，従業員がその考えを発信し，経営側はそれを聞くことのできる全従業員ミーティングを
開催した。アップル社 (Apple)では，電話料金相手先負担の従業員サービス・センターを設
置し，そこに同社の方針と管理手法に関する問い合わせに回答できる人物を配属した。最後に，
ヒューレット・パッカード社 (Hewlett-Packard)では，定期的に実施される従業員調査が従
業員の関心事をモニターし，それに適正に対処していた35)。以上の事例は，「従業員の擁護者
として機能しているHR専門家が，従業員の要求を理解し，それを実現しようと努力していた
こと」36)を示しているのである。
こうした従業員の擁護者(=従業員の要求を理解し，その実現を保証する人物）は，従業員
の貢献向上に寄与する。言うまでもなく，従業員の貢献はいかなるビジネスであろうと基本的
に必要なものであり，それは「ビジネスが変革し，顧客の期待に応え，財務上の業績を向上さ
せる能力に影響を及ぼす」37)のである。マリオット・ホテルで理想的なHRマネジャーとは，
従業員に対する感受性 (sensitibity) に富んだ人物であり，従業員の名前を覚え，彼らの声を
聞くために職場を巡回し，従業員を顧客サービスに専念するチームの一員と感じるようにさせ
る人物である，とされている 38)。こうしたHRマネジャーは，従業員が提案を出すことを奨励し，
経営側と折り合いの悪い従業員から公平な立場でその声を引き出し，従業員全員の貢献を維持
することに責任を負っているのである39)。
(2) ローラーの所論
次にローラーの所論である。彼は， HRMが多くの組織で鍵となる戦略的な問題であるとい
う説得力のある議論にもかかわらず，歴史的にHRエグゼクティブはこれまで戦略パートナー
ではなかったし，そして今でもそうでないと侶じる十分な理由がある， と主張している40)。そ
33) 34) 35) 36) 37) Ibid., p.29. 
38) 39) Ibid., p.30. なお，本文で取り上げた「戦略的HRM」と「従業員の貢献の管理」以外の，「企業インフ
ラの管理」・「変革と改革の管理」については同書27-31ページを参照のこと。
40) E. E. Lawler II, "Strategic Human Resource Management," p.46. 
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して，戦略パートナーに率いられる代わりに， HRM職能はこれまでその役割が主にコスト・
コントロールと管理業務にフォーカスを置いていた人物によって率いられる管理職能であっ
た， としているのである 41)。図表4は，ローラーの言う「管理業務モデル」を要約したもので
ある。そこでは，「生産性を改善し，品質を向上させ，新製品を市場に出す組織力を更新する
といった，組織業績の主要な領域がリストからほぼ完全に欠落していた」42)のである。
図表5は， ローラーの言う「HRMモデル」を要約したもので，図表4で示された伝統的な
管理業務上の役割を越える重要なステップを表している。 HRM職能が価値を付加するために
は， HRエグゼクティブやHRマネジャーはHRM職能上の専門家としての役割を演じなければ
ならない。そこでの役割は，戦略の立案者ではなく，あくまでも戦略の実行者 (implementor
of strategy) としての役割で，教育訓練，報酬，従業員の選抜といった職能領域で能力を発揮
することに他ならない。そこでは，「HRマネジャーは最新の技術知識とその実行に関する知
識をもたらすことができるし， もたらすべきである。そして，こうしたHRマネジャーの専門
図表4 管理業務モデル
目 的：ライン・マネジャーがその業務にフォーカスできるよう管理面での業務から開放する
社内で浪費される労力を削減する
プロセス：社内に公平感を創出する方針，ルール，システムの確立
職能志向：基本に忠実に
人事管理
政府の規制
労使関係
計 画：経営計画プロセスで公式に人的資源を考慮しない
HRM職能による事後的計画
出所） E. E. Lawler II, "Strategic Human Resource Management: An Idea Whose Time Has 
Come," In B. Downie and M. L. Coates eds, Managing Human Resources in the 1990s and 
Beyond: Is the Workplace Being Transformed?, IRC Press, 1995, p.47. 
図表5 HRMモデル
目 的：ビジネス志向
提供されたサービスは産出物あるいは製品で表現される
組織の人的資源の開発
プロセス：業績管理ケイパビリティの構築
管理職層の育成：職務上の要求ならびにキャリア開発とコンピテンシーとのリンク
後継者育成
組織改革ケイパビリティの向上
組織全体に及ぶHRネットワークの構築
計 画： HRM職能（そして他のすべての職能）がビジネス・プランを精査する
HR部門からの情報が計画立案プロセスに組み入れられる
出所） E. E. Lawler II, "Strategic Human Resource Management," p. 49. E. E. Lawler II, J. W. 
Boudreau, and S. A Mohman, Achiving Strategic Excellence: An Assessment of Human 
Resource Organization, Stanford University Press, 2006, p.3. 
41) Ibid., pp.46-47. 
42) Ibid., p.47. 
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知識は，戦略を実行できる有能で，十分に動機づけられた従業員を育成することによって，組
織を支援すべきなのである。」43)
組織が開発できるケイパビリティこそが競争優位の源泉であるといった考えから， HRM駆
能が演じなければならない役割とは戦略パートナーであるとするのがローラーの積極的な主張
である。ローラーの言う組織ケイパビリティとは，優れた製品あるいは優れたサービスヘと祁
く際に，組織がどう効果的に機能するかに関する組織の学習 (organizationallearning)のこ．
とであり，そうした組織ケイパビリティを有する組織は競争相手よりも業務をうまく編成・管
理できることから競争優位の獲得に繋がる， と主張する44)。いかなる組織にとっても重要なの
は，その経営戦略と整合性のある世界レベルの組織ケイパビリティを開発し，それを通して長
期かつ持続可能な競争優位を獲得する点である45)。この組織ケイパビリティにフォーカスする
ことは， HRM職能が組織デザインと組織オペレーションで戦略プレーヤーとなる機会を創出
することになる。特に， HRM職能は，新しいケイパビリティの開発可能性と実際に開発する
際の障害だけでなく，組織が目下有しているケイパビリティに関する情報も提供できる立場に
ある46)。そうであるがゆえに， HRM職能は「どういった戦略が実行可能であるのかを決定す
る際に，そして，そうした戦略を実行した時にどういった難局に直面するのかを前もって決定
する際に大きな役割」47)を演じるべきだとローラーは指摘する。つまり，「HRM職能は，戦略
実行時だけでなく，その策定の際も戦略パートナーであるべき」48) とするのがローラーの主張
なのである。戦略が策定された後で，戦略を完遂させるであろうシステムの構築を依頼される
のがこれまでのスタイルであったが，ローラーに言わせれば「HRM職能は，組織の業績ケイ
パビリティ (performance capability)を理解し，それに影響を及ぽすそのユニークな能力で，
戦略論議自体で重要なプレーヤー」49)でなければならないのである。以上の点を要約したのが
図表6の「ビジネスパートナー・モデル」である。
「ビジネスパートナー・モデル」は，当該企業の人的資源が必要なコンピテンシーと業務を
効率的に遂行するモチベーションを有することを保証するシステムと，そこでの慣行を開発す
べきことを強調している50)。ビジネスパートナーは， HR部門はビジネス上の問題が論議さ礼
る席に着き，そうした論議にHRMからみた視点を持ち込むが， HRMシステムやHRM諸慣行
のデザインに関しては経営戦略をサポートするシステムや慣行の創出に焦点を絞ることにな
る。それはそれでHRM職能を組織における価値付加機能を演じるものとみなし，多くの組織
にとって最重要な資本である人的資本 (humancapital) を効果的に管理することで当該ビジ
43) Ibid., p.48. 
44) Ibid., p.49. 
45) Ibid., p.50. 
46) 47) 48) 49) Ibid., p.52. 
50) E. E. Lawler II et. al., A chiving Strategic Excellence, p.2. 
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図表6 ビジネスパートナー・モデル
目 的：ライン・マネジャーがその役割の一部としてHRM職能に責任を負う
HR部門の担当者は経営首脳陣のメンバーとして統合されている
企業文化は戦略およびビジョンと「整合性」を保ちつつ進化する
プロセス：遂行すべき業務（プログラムとプロジェクト，アウトソーシング）に沿ってHRMのフレ
キシビリティを準備する
従業員の育成と組織開発（指針，チーム，組織デザイン）にフォーカスする
コンピテンシーにてこ入れし，ラーニング・リンケージを管理する：組織の業務再設計
ケイバビリティの構築
計 画：経営首脳陣の戦略計画とビジネス計画に統合される一要因
出所） E. E. Lawler II, "Strategic Human Resource Management," p. 53. E. E. Lawler II, J. W. 
Boudreau, and S. A. Mohman, Achiving Strategic Excellence, p.3. 
ネスの業績に貢献するのであるが，それはHRM職能に最大の価値を付加できるようにするも
のではない。そうなるためには， HR部門は戦略パートナーになる必要があり，戦略パートナ
ーになることでより大きな価値を付加する潜在力を手に入れる， とするのがローラーの考えで
ある 51)。以上の点を要約したのが図表7の「戦略的ビジネスパートナー・モデル」である。
図表 7 戦略的ビジネスパートナー・モデル
目 的： HR部門は経営戦略に大きな影響を及ぼす
HRMシステムは事業業績の推進力である
プロセス： H常業務の処理はセルフサービス
日常業務のアウトソーシング
ナレッジ・マネジメント
組織開発へのフォーカス
経営改革
HRMプロセスと経営戦略との連携
計 画： HR部門は戦略計画と経営改革の鍵となる貢献者
出所） E. E. Lawler II, J. W. Boudreau, and S. A. Mohman, Achiving Strategic Excellence, p.3. 
戦略的ビジネスパートナーとしての役割を演じることで， HR部門は組織がその戦略を策定
するのを支援する。そこでは，戦略を論議する席に着くだけでなく，そうした席を設定するの
を支援するのである。ナレッジ・エコノミーでは，「企業の戦略はその人材 (humantalent) 
と密接にリンクしていなければならない」とするのがローラーの基本的な立場で，そうである
がゆえに，「HRM職能は，戦略の定式化と実行に関与する戦略パートナーとしての地位を占め
るべきだし，そのようなものとしてデザインされていなければならない」52)のである。人的資
本を惹きつけ，雇い続け，能力開発し，配置し，動機づける際の専門知識は，戦略の定式化と
実行にとって重要なのである。 HRM職能は，「新たなチャンスをつかむために，ビジネスに関
する豊富な知識をもち，組織デザインと業務デザインにおける専門家として，必要な組織ケイ
パビリティを開発し，組織改革の促進を支援できる」53)のが理想である。
こうした戦略的ビジネスパートナーとしての役割を演じるには，基本的にHRエグゼクティ
51) 52) 53) E. E. Lawler II et. al., Achiving Strategic Excellence, p.2. 
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ブは少なくとも取締役会のメンバーでなければならないであろう。節を改めて，ローラーたち
がこの点をどう考えているのかをみてゆきたい。
3. 戦略的ビジネスパートナーと取締役会
周知のように，企業は人的資源が管理される方法にとって重大な意味をもつ刺的な変化を経
験している。こうした変化のなかで最も重要なものは，情報技術 (informationtechnology) 
の急速な進展と組織内でのナレッジ・ワークの増大である。さらに，急変している経営環境と
次第に複雑化する組織も同じように重要である。こうした変化は，効果的なHRMが組織の成
功にとって重要であるというますます大きくなるコンセンサスを形成している。この点は，人
的資源はいかに管理されるべきなのか，人的資源の管理に関してHR部門はどういった機能を
果たすべきなのか，そして激変する経営環境で価値を付加するためにHRM職能はどう組織さ
れるべきなのか， といった重要な問題を提起する 54)。
価値を付加するHR部門の最大の機会は，企業戦略の策定と実行で一定の役割を演じること
にある。 HR部門は，企業がその戦略を実行する際に人的資源が果たす重要性のゆえに，戦略
策定にとって重要な役割を演じられるし，演じるべきことを論理的に主張できる， とするのが
ローラーたちの考えである。この点で，これまで10数年にわたり， HRM職能がビジネスパー
トナーになることでどれくらい多くの価値を付加できるのか， という間題をめぐって活発な議
論が展開されてきた。だが，パートナーとしての役割に関する多くの記述は，経営戦略の実行
という側面にぱ注視していたものの，そうした経営戦略を策定し，決定するという側面に焦点
を当てることはなかった55)。ローラーたちが行った2004年の大企業調在においても，回答した
HRエグゼクティブの内， HR部門が戦略策定で完全なパートナーであると報告したのは40%に
満たなかったのである。 HRエグゼクティブ以外の管理職に尋ねた時，結果はさらに悪かった。
上級管理職の内， HR部門が経営戦略の策定と実行で完全なパートナーであると報告したのは
25%に満たなかったのである 56)。その理由としてローラーが指摘しているのは，
① HRエグゼクティブが取締役会のメンバーではない，
② HRエグゼクティブは，多くの場合，経営首脳陣の一員ですらない，
③ HR部門は管理にかかわるデータの泥沼にはまりこんでしまい，その結果，大部分が
54) Susan E. Jackson, Michael A. Hitt, and Angelos DeNisi eds, Managing Knowledge for Sustained 
Competitive Advantage: Designing Strategies for Effective Human Resource Management, Jossey-Bass, 
2003; E. E. Lawler II and S. A. Mohman, "HR as a Strategic Partner: What Does It Take to Make It 
Happen?" Human Resource Planning, Vol. 26, Issue 3, 2003. 
55) 56) E. E. Lawler II, "Becoming a Key Player in Business Strategy." http://www. leathersmilligan. 
com/ news/ news06/ newsletter」un06-D.html(2008年6月22日アクセス。）
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管理上の役割を果たすことで終わってしまう，
④ HRエグゼクティブは経営戦略に影響を与えないキャリアしか有していない，
⑤ HR部門は，財務部門やマーケティング部門がもつ一種の計最的で分析的なケイパビ
リティ (metric and analytic capabilities) を有していない，
の5点である 57)。以下では①の取締役会との関係に焦点を絞る。そして，ローラーたちが"HR
Support for Corporate Boards"のなかで設定した 7つの視点の内，戦略的ビジネスパートナ
ーと関係が深いと思われる 3つの視点だけを取り上げる 58)。
ローラーたちによると，「取締役会の活動とHRM職能は，関連する機会がますます増えてい
る。取締役会での意思決定がHRM職能に影響を与え，そこから影響を受ける。また，取締役
会での意思決定は組織のHRポリシーとHRM諸慣行に影響を与える」59)のである。それにもか
かわらず， HRMの最高責任者がその属している組織の取締役会メンバーであることはめった
にないのである。ただし，取締役会にHRMのエキスパートがいないことが取締役会がHRM
に関する専門知識を活用しないことを意味するわけではない。 HRM上の問題に対処する必要
がある時取締役会は社内・社外のHRMのエキスパートに頼るしかない。そして， HRM職能
はこうした支援を取締役会に対して行うことで戦略上の価値と日常業務上の価値を有する点を
組織にアピールできるのである。さらにもし取締役会のサポートが有益なら，取締役会は
HRM職能への信頼を揺るぎないものとするだけでなく，取締役会が直面している戦略上の重
要課題をHRM職能に従事するメンバーに周知する，つまりHRM職能との間の双方向コミュニ
ケーションを重要視することになる。要するに，ローラーたちにとっては取締役会が直面す
る戦略上の重要課題に対し， HRMに関する専門知識の活用で貢献することこそが，戦略的ビ
ジネスパートナーの役割なのである。
(1) HR部門は取締役会に対して何を行っているのか
HR部門は，多くの領域で専門知識を提供することにより，取締役会の意思決定と業務遂行
を支援している。図表8は， HR部門が取締役会に対しどれくらいの頻度で支援したのかをHR
エグゼクティブが報告したものである。その内容は，大きく①社内業務の処理と，②組織戦略・
組織的有効性・組織改革 (organizationalstrategy, effectiveness, and change)への対処，に
大別できる。最大の支援は，取締役会が意思決定するHR問題に対する支援である。第 1位に
57) E. E. Lawler II, "Becoming a Key Player in Business Strategy." 
58)本稿で取り上げていないローラーたちの視点は，「HR組織のデザインはHR部門の取締役会に対する支援
と関係しているのか」，「HRの評価指標と分析指標の有効性はHR部門による取締役会への支援と関連して
いるのか」，「HRスキルに対する満足感は取締役会への支援と関連しているのか」，「戦略的な人材ロジック
の質は取締役会への支援と関連しているのか」の 4つの視点である。
59) E. E. Lawler II and J. W. Boudreau, "HR Support for Corporate Boards," p.15. 
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図表8 HR部門が取締役会を支援した頻度
支援項目 lほとんどない1 少しはある 1 ある 1まあまああるIょくある I 平均値
;-;;-;;;; ブの報酬 l---------i:--------1--------ii--------j-------}-----\--------~~--------j-------:i------j-----t~ 
ゴ—ーポレ:_•下ーー：ーーガ•バナンス― -----------i--------33--------i-------―孤 1---2-i---i-----i"i----i----8---1---2.-5 __ _ 
---------------------------------------------------
感野ーの鴎鯛――-------------------------------\---------~?_____ ---------~~------―ー ~-~------ -―ー ~~-------- --------~------ ------~-~----
エクゼクティブの後継者育成 4 I 14 I 18I 29 I 34I 3.8
------------------------------------------------------~7________ 28 29 12ー L3 L_い―竺~-----改革にかかわるコンサルティングI24 +22 + 35 I _I~-------- 6 2 6 リスク評価
従業員を取り巻く状況／従業員の
能力に関する情報
10 10 37 27 15 3.3 
出所） E. E. Lawler II and J.W. Boudreau. "HR Support for Corporate Boards," Human Resource Planning, 
Vol. 29, Issue 1, 2006, p.16. 
位置づけられている問題は，経営陣の報酬 (executivecompensation) であり，その次にエグ
ゼクティブの後継者育成 (executivesuccession) が続いている。取締役の報酬 (board
compensation)も高い位置づけを得ていた。しかし，改革にかかわるコンサルティング(change
consulting), リスク評価 (riskassessment), コーポレート・ガバナンス (corporate
governance) は随分と低い位置づけしか得ていないことがわかる。ローラーたちの結論はこ
うである。 HR部門の果たす伝統的な役割は重要だが，「HR部門には取締役会ではるかに大き
な役割を果たしうる可能性がある。 HR部門はHRMに関する専門知識のゆえに取締役会には
すでに出席しているが，伝統的なHRMにみられた人材管理という問題を越えて，経営戦略や
組織的有効性を含む問題にまでその役割を広げることが可能なのである。」60)
(2)企業の戦略面への注視の違いが取締役会でのHR部門の役割に影響を与えるのか
企業が，人的資源を重視するアプローチによって競争優位を獲得しようとすればするほど，
取締役会は戦略面での情報提供において，これまでにも増してHR部門に依存することになる。
人的資源が璽視されれば， HR部門は人的資源を取り巻く状況だけでなく，経営戦略の実行と
その効果性に関する情報源になることができるのである。図表9は， 6つの戦略フォーカス間
の関係と取締役会がこれら 6つの組織的有効性に関する領域でサポートを求める頻度を示して
いる。この図表9が明確にしているのは，「組織が特定の戦略を重視すればするほど，ますま
すHR部門を情報源として活用するようになる」61) という点である。これはある意味当然の結
果であった。それというのも，「組織が明確な戦略をもっている時，取締役会はどういった質
問をするべきか，そしてどのような種類の支援をHR部門に求めるかが十二分に理解されるか
ら」62) である。また，図表 9は「組織内に知識ベースの人的資本戦略 (knoeledge-based
60) Ibid., pp.16-17. 
61) 62) Ibid., p.17. 
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図表9 戦略フォーカスとHR部門の支援
支援項目 戦略の エグゼク 改革にか コーポレ リスク 従業員を
準備 ティブの かわるコ ート・ガ 評価 取り巻く
後継者育 ンサルテ バナンス 状況／従
成 ィング 業員の能
力に関す
戦略フォーカス る情報
成長 .12 .30* * .07 .13 .20* .21 * 
コア・ビジネス .09 .201 .08 .16 .It .22* 
品質とスピード .22* ,19t .35* * * .13 .22* .17t 
情報ベースの戦略 Jgt .06 .30* * .18! .28* * .22* 
知識ベースの戦略 .32* * * .32* * * .33* * * .31 * * .45*** .4 * * * 
組織の業績 .24 * .20* .22* .26* * .32* * * .29* * 
注） t は p~0.10, *は p~0.05, * *は p~0.01, ***は p~0.001 をそれぞれ示している。
出所）図表8と同じ。 17ペー ジ。
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.21 * .1 
.22* .13 
.22* .07 
.21 * .04 
.43*** .26* 
.29* * .26* 
human capital strategy)が存在する程度と取締役会がHR部門に支援を求める程度との間には，
特に強い相関関係がある」63) という点を明らかにしている。最後に，図表9の右端の列は，各
戦略フォーカスとHR部門がHRエグゼクティブによって取締役会の要求を満たしていると考え
られる程度との間の関係を示している。ローラーたちが言うには，知識ベースの戦略との関係
と組織業績との関係には，統計的に重要な相関関係がある。この点は，「組織が知識ベースの
戦略あるいは組織業績を重視する時， HRリーダーは取締役会が必要とする種類の人的資源を
獲得できることに満足し，それでHR部門を高く評価する」64) ということを示唆しているので
ある。
(3) HR部門の意思決定への支援分析指標そしてデータは取締役会への支援に影響を
与えるのか
図表10は，組織のHR戦略と取締役会がHRM職能に支援を求める程度との間には強い相関関
係があることを示している。特に相関関係が強いのは，①HR部門が経営戦略の策定でライン
管理者とパートナーを組む場合，②人的資本に関して厳しい意思決定を下す場合，③経営改革
推進の場合，④経営革新の支援・経営戦略との統合・ビジネス上の意思決定に寄与する分析的
支援をサポートするデータを提供する場合，である。ローラーたちの結論は，「HR部門が戦略
の策定，戦略の実行，適切な評価で一定の役割を演じている時， HR部門は戦略や組織的有効
性に関係する種々の領域で支援するよう取締役会から依頼される」65) というものである。
ローラーたちが特に注目しているのが最上段の列が明らかにしている点である。そこでは，
「すべての意思決定と分析戦略 (analyticstrategies) を1つに結合する時， HR部門での意思
63) 64) Ibid., p.17. 
65) Ibid., p.18. 
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図表10 HR部門の戦略的意思決定および分析戦略と取締役会の支援
支援項目 戦略の エグゼク 改革にか コーポレ リスク 従業員を
準備 ティブの かわるコ ート・ガ 評価 取り巻く
後継者育 ンサルテ バナンス 状況／従
成 ィング 業員の能
HR部門の意思 力に関す
決定と分析戦略 る情報
戦略諸項日の結合 .47*** .44*** .56* * * .50* * * .45 * * * .48*** 
データベースの人 .201 .22* .37* * * .33* * * .27* * ,19t 
材戦略
経営戦略策定時の
ライン部門とのパ .5 * * * .49*** .49*** .45*** .44*** .41 * * * 
ートナー
経営戦略と統合さ .42*** .38* * * 40*** .42* * * .37*** .38* * * 
れた人的資源戦略
経営上の意思決定
に対する分析指標 .42*** .31 * * .38* * * .40*** .34 * * * .33* * * 
の提供
経営改革に対する .38* * * .36* * * .37* * * .33* * * .31 * * .37* * * 
HRデータの提供
HR部門が経営改 .44*** .47*** .52 * * * .37* * * .38* * * .49* * * 
革を推進
HRMに関する意
思決定に基づく厳 .36* * * .30* * .42*** .37* * * .35 * * * .33* * * 
格なデータの作成
注） t は p~0.10, *は p~0.05, **は p~0.01, ***は p~0.001 をそれぞれ示している。
出所）図表8と同じ。 18ペー ジ。
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決定と分析面での強調の全範囲が，取締役会を支援するすべての領域，およびHR部門が取締
役会の要求を満たしているとみなされる範囲との間に非常に強い関連があることを示してい
る。さらに，すべてのHR部門の意思決定と分析要素も，取締役会を支援するすべてのHR部門
領域の組み合わせと取締役会の要求を満たす点に非常に強く関連づけられているのである。
HR部門とライン・マネジャーとのパートナーシップと経営改革の推進は，あらゆるタイプの
取締役会の支援と関連していたが， HR部門と経営戦略，データに基づく分析的な意思決定サ
ポート，そして，人材に対する厳しい意思決定も大いに関連している」66)という点が明らかに
なったのである。このパターンの唯一の例外は，取締役会の支援のいくつかの領域でいくぶん
低い相関関係しかない「データに基づく人材戦略」である。
HR部門が取締役会の要求とHR戦略を満たす程度に関しては，多くの重要な関係がある。つ
まり，「HR戦略が経営改革，厳しいデータ，戦略面の他の重点事項を重視すればするほど，取
締役会の要求を満たすこと」67)になるのである。ローラーたちによれば，「もしHR部門が取締
66) 67) Ibid., p.18. 
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役会の要求を満たし，そして戦略パートナーになろうとしているなら， HR部門は人材，経営
戦略，分析面でのサポート，そして，データを重視する戦略をとる必要がある」68) ということ
になる。 HRM組織がこうしたことを行えば，取締役会によって活用され，最終的には取締役
会の要求を満たすことになる。
今後の課題
取締役会が戦略と組織的有効性を含む間題でHR部門に支援を求める程度は， もちろんのこ
とながら，企業ごとに異なっている。その相違には多くの要因がかかわっている。本稿で取り
上げたなかで 1番目の鍵となる要因は，組織の戦略フォーカスである。「組織が人的資本と知
識の問題にかかわればかかわるほど，取締役会はHR部門に支援を求める」69)のである。
2番目の鍵となる要因は，組織のHR戦略である。「組織における役割の第一義の要因を人的
資源とみなし，その活動を支援するために評価指標 (metrics) と分析指標 (analytics) を開
発するHRM職能は，支援を求められる可能性が最も高い」70)のである。ただし，戦略と組織
的有効性という問題に関して取締役会から支援を求められるのは， HRM職能が効果的な組織
改革と人的資本の活用に貢献する戦略的職能として自身をみる時だけである 71)。
以上のように，ローラーたちは， HR部門やHRM職能，あるいはHRマネジャーやHRエグゼ
クティブが取締役会で一定の役割を演じる機会は戦略的ビジネスパートナーになることによ
って一段と大きくなること，つまり戦略の策定と実行に貢献することこそがHR部門やHRM職
能にとって必要なことだという論陣を張っている。もちろん，人事戦略が経営戦略に貢献する
べきことは理解できる。さらには，経営戦略あっての人事戦略だということも理解できる。ロ
ーラーたちによればそうした戦略に貢献することこそHRMの本質ということになる。だが，
戦略に貢献することが本当にHRMの本質なのであろうか。この点の解明には，ローラーたち
の調壺の検討が必要だと思われる。筆者の課題もそこにある。
［注記：本研究は文部科学省の科研費（課題番号18330085)の助成を得たものである。J
68) Ibid., p.19. 
69) 70) 71) Ibid., p.22. 
